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１. 今般の感染症ならでは
の情報発信の留意点

　WHO（世界保健機関）は、3

月 11 日に新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）のパンデミッ

クを宣言した。世界中で猛威を振

るう新型コロナウイルスのリスク

は、3 月 22 日に世界全体で 30

万人を超え、いまだ収束の目途は

立っていない。

　この新型コロナウイルスのリス

クに対して取り組む企業の姿勢や

コミュニケーションのあるべき姿

について述べ、社内の不安解消や

社外のステークホルダーに向けて

の情報発信に取り組む総務や広報

のご担当皆様に少しでもお役に立

てる内容になればと考える。

（１）新型コロナウイルスのリスク
　新型コロナウイルスのような未知

のリスクに対して人々が抱くのは、

治療の具体的手段が見えない中で

の「死につながる恐怖」と「感染
拡大の恐怖」と言えるだろう。

　2 月 26 日時点に日本感染症学

会が発表した「新型コロナウイル

スの感染症の現状と対策」によ

ると新型コロナウイルス（SARS-

CoV-2）の致死率は、2％前後、感

染しやすさを示す基本再生産数

（感染症の流行が進行中の集団の

ある時刻における、１人の感染者

が生み出した二次感染者数の平均

値）は２～３だ。SARS や MARS

などのこれまでの感染症と比較し

て致死率の数字は低く、麻疹のよ

うな圧倒的な感染率を示すウイル

スと比べると小さいと言う。

　一方で、「新型ウイルスなので

油断はできない」というメッセー

ジも発信している。

　その後、国や地域により致死

率や感染率に差は出ているもの

の、現在から約１ヵ月前の時点で

のデータやメッセージは最適であ

り、メディアやネットで様々な情

報があふれる中で筆者自身も判断

の拠り所とできる情報源となっ

た。また、同じ資料の中にある

「風邪と同じように 2 週間後には

健康に戻ります。感染者に対する

差別のないように」というメッ

セージは的確であり、企業で新型

コロナウイルス対策のコミュニ

ケーションを担う担当の方には肝

に銘じていただきたい重要なポイ

ントだと考える。

　3 月 9 日の専門家会議の記者

会見の尾身茂副座長の見解によ

る と、 重 症・ 軽 症 に 関 わ ら ず、
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　2001 年に日本国内、2003 年

に米国で発生した BSE 問題では、

BSE に感染した牛がヨレヨレと

倒れる映像が TV を通じて報道さ

れ、底知れない恐怖を日本の人々

に与えた。日本においては、BSE

牛を食べて死亡した人は一人も現

れず、その死亡に至るリスクは、

10 億～ 100 億人に一人ときわめ

て小さいものであった。それでも

パニックが起こり、日本は国内の

牛の全頭検査や米国産牛肉の輸入

停止措置が取られた。

（４）人のストーリーを意識した
情報発信

　こうした BSE のリスク等を経

験して、世界でリスクコミュニ

ケーションの手法が進んだ。当

初は、人々が BSE を怖がるのは、

知識が欠如しているからだという

「欠如モデル」でのコミュニケー

ションが行われた。しかし、この

モデルは人々のリスクに対する理

解や安心感を勝ち取るのに成功し

なかった。

　その後、知識や情報は、その
人々が持つ固有の文脈にひきつけ
て理解されるという認識が進み、

「文脈モデル」が有効であるとの
見解が示された。リスクコミュニ

ケーションの考え方が徐々に進化

していったのである。

　一般的に、リスクコミュニケー
ションの手法で効果的だと言われ
るのは、主観的な要素を含む形容
詞（リスクが大きい、小さい、恐
ろしいなど）の表現よりも数字な
ど客観的なデータに基づくコミュ
ケーションである。しかし、実は

となっていることが多い。例え

ば、新型コロナウイルスのリスク
で見ると社員や顧客の「健康リス
ク」が何よりも大事なのは言うま
でもない。

　しかし、その一方でイベント中

止や事業活動の自粛が続き「事業

縮小リスク」が高まると、最終的

に事業継続が立ち行かなくなる。

これにより社員や顧客、株主など

のステークホルダーに与える影響

の大きさは計りしれないのである。

　企業で新型コロナウイルスのリ

スクの対策にあたる経営トップお

よび緊急対策チームは、こうした

相反するリスクを加味しながらの

難しい判断を迫られることにな

る。最適な情報源に基づき、リス
クを正しく見積り、適切なタイミ
ングで業務継続・中断・再開と
いった重要な意思決定をする必要
がある。

（３）リスクの心理学
　未知のリスクに接した時に人は
大きなリスクを過小評価し、小さ
なリスクを過大評価するという心
理が働く。

　大きなリスクに接した場合、

「正常性バイアス」という心理学

の法則で自分には起こり得ないと

過小評価をして行動をする。洪水

などの災害発生時に避難行動をと

らずに逃げ遅れるケースがこれに

あたる。

　また一方で、小さなリスクを過

剰に大きく捉えパニックを起こ

し、リスクをゼロにしたいと考え

る「ゼロリスク症候群」という行

動を起こすことがある。

80％は他の人に感染させておら

ず、実効再生産数は、概ね 1 程

度で推移しているという。基本再

生産数 2 ～３に比べて、日本で

の実行再生産数が 1 ということ

は、1 人が 1 人に感染させるとい

うことで、1 より小さければ収束

に向かうということになる。この

数字を見ると日本の感染抑制策は

成功しているとも言える。ただ

し、その後、3 月 19 日には専門

家会議から「今後、感染源が分か

らない患者が継続的に増加すれ

ば、爆発的な感染拡大（オーバー

シュート）を伴う大規模流行につ

ながりかねない」という新たな提

言が出された。公的な見解も刻々

と変化を見せており予断を許さな

い状況である。

　企業の新型コロナウイルス感染

症のリスク対策は、的確な情報収

集で状況を判断し対策を取るとい

う情報戦となる。

（２）リスクを正しく見積もるこ
とが大事

　リスクコミュニケーションを進
める上でまず大事なのは、リスク
を正しく見積ることである。

　企業を取り巻くリスクは、地震

や工場の火災などめったに起こら

ないが、起こると大きな損害をも

たらすもの、また、人事労務の

問題や顧客とのトラブルなど常に

直面するリスクで、損害が比較的

小さく抑えられるものまで様々で

ある。

　それぞれのリスクは、あるリス

クを抑えると別のリスクが高まる

というようなトレードオフの関係
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数字にも主観的な感覚が働くので
ある。3,000 円のランチを高いと

いう人もいれば、安いという人も

いる。それは、その人が裕福かど

うかだけではなく、そのランチの

目的が大事なビジネスミーティン

グなのか、同僚とのランチなのか

という状況や場面の持つストー

リーの文脈によるのだ。

　1％のリスクという数字を怖が

る人もいれば、これは十分にリス

クが低いと捉える人も出てくる。

これがリスクコミュニケーション

の難しいところで、コミュニケー

ションの受け手が科学者なのか、

企業の経営者なのか、育児中の親

なのか、メディアなのかといった

それぞれの立場や背景、職業上の

役割などの固有のストーリーに

よって情報の受け止め方が変わっ

てくるのだ。

　「文脈モデル」はマーケティン

グの手法に倣ったもので、その人

のニーズ、時間、場所等の状況を

意識したストーリーコミュニケー

ションである。例えば、BSE の際

には「BSE のリスクは、餅を詰ま

らせて死亡する人のリスクのほう

が 44,000 倍も高い」というよう

な一般の消費者が生活の中で想像

しやすい文脈のリスクを用いて比

較する手法が使われた。

（５）インフォデミックを回避する
ことが大事

　新型コロナウイルスにおいて

は、何度も TV で報道される武漢

の住民を封鎖する映像や、海の上

の閉鎖空間であるダイヤモンドプ

リンセス号の映像や乗客たちの音

声インタビューが、言い知れぬ恐

怖を増長させたと言えるだろう。

　日本でも「お湯を飲めばウイル

スは熱に弱いので死滅する」「ニ

ンニクが効く」といったデマが蔓

延した。電車の中で咳をした乗客

がマスクをしていなかったことで

トラブルとなり、中には車内の非

常ボタンを押してしまうというよ

うなパニック現象まで起こった。

まさに「インフォデミック」と呼

ばれる状況が引き起こされたので

ある。

　企業にとって新型コロナウイ
ルスは顧客の減少など「事実上
のビジネスリスク」をもたらす。
それに加えて、社員や社外のス
テークホルダーの心理が引き起こ
す「イメージ上のレピュテーショ
ンリスク」が拡大する危険性が高
いのが特徴と言える。

　図表１は、新型コロナウイルス

感染症のリスクを示したもので

ある。

　新型コロナウイルスの企業の
リ ス ク 対 策 に お い て は、 通 常
の「BCP（Business Continuity 
Plan）」に加えて、当社が提唱す
る「BCCP（Business Continuity 
Communication Plan）」で事業継
続のため戦略的なリスクコミュ
ニケーションを行い、インフォ
デミックを回避することが大事
である。

２. 社員が新型コロナウイルス
に感染した場合の社内

（従業員）向けの情報発信 
　新型コロナウイルスの事業継続

コミュニケーション計画（BCCP）

は「感染発生」の前後で必要と

なる。

　感染という有事発生前から始ま
る「リスクコミュニケーション」
と発生後の「クライシスコミュニ
ケーション」に分けられる。

　クライシスが発生した場合に

は、社内の意見を聞いて合意形成

を行っている時間はない。企業の

トップやマネジメントによる強い

ガバナンスを備えた対応が求めら

れ、「感染発生」から情報収集、

意思決定、情報発信までをいかに

迅速に遂行できるかどうかが成否

を決定する。このためには有事発

生前から対応マニュアルや社内規

定などの十分な整備が必要とな

る。ここで、ポイントとなるのは
ワーストケースシナリオを想定し
ての対応準備である。

（１）企業が社員に向けて行うべき
対応は２つ

　企業がクライシス発生前に社員

向けに対策できることは大きく

２つである。

　１つ目がリスクコミュニケー
ションであり、２つ目は、感染リ
スクの低減対策だ。この 2 つが適

切に行われていない場合、社内で

の「レピュテーションリスク」や

場合によっては安全配慮義務を

怠ったとして労働安全衛生上の「法

規リスク」につながりかねない。
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1

新型コロナウイルスのリスクについて

事事業業機機会会縮縮小小
リリススクク

・感染を恐れた顧客の
購買低下
・イベント中止等
・顧客に感染発生 など

事事業業継継続続
リリススクク

・社員に感染発生
・社内で感染拡大 など

スステテーーククホホルルダダーーのの
信信用用リリススクク

・対策不備による企業
ブランド失墜 など

社社員員モモチチベベーーシショョンン
リリススクク

・対策不備による社員
のモチベーション低下
など

社社外外影影響響 社社内内影影響響

ビビジジネネスス影影響響

企企業業イイメメーージジ影影響響

◆図表１　新型コロナウイルス感染症のリスク

2

新型コロナウイルスのリスクについて

事事業業機機会会縮縮小小
リリススクク

・感染を恐れた顧客の
購買低下
・イベント中止等
・顧客に感染発生 など

事事業業継継続続
リリススクク

・社員に感染発生
・社内で感染拡大 など

スステテーーククホホルルダダーーのの
信信用用リリススクク

・対策不備による企業
ブランド失墜 など

社社員員モモチチベベーーシショョンン
リリススクク

・対策不備による社員
のモチベーション低下
など

イイメメーージジにによよるる
レレピピュュテテーーシショョンンリリススクク

事事実実上上ののビビジジネネススリリススクク

コロナの感染
は恐ろしい

テレワーク

できず

感染が怖い

社社外外影影響響 社社内内影影響響

ビビジジネネスス影影響響

企企業業イイメメーージジ影影響響

あの企業
の施設は
感染する

可能性が
ある

資料出所：㈱ストーリーズ・オン
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（ ２） 社 員 向 け リ ス ク コ ミ ュ ニ
ケーション

　まず、社員向けリスクコミュニ
ケーションで重要なのは「新型コ
ロナウイルス」に関連した健康情
報のリテラシーを上げる教育・啓
発である。次のプロセスでの対応

が求められる。

●信頼できる公的機関の情報を

ベースに社内の対応ガイダンス

を決定する。（厚生労働省、国

立感染症研究所、WHO など）

●情報は常に変化するため、担当

を決め情報を常にウォッチし最

新の更新情報を迅速に社内共有

する。

●ネット上などに氾濫するデマ情

報に社員が惑わされていないか

に注意を払い、社としての公的

見解で啓発を行う。

（３）社員向けの感染対策
　オフィスや自社の持つ店舗・施
設での感染リスク低減対策の徹底
が必要である。こうした感染対策

は、社員や顧客の健康を守るため

に重要なのは当然だが、対策を怠

ることで社員や顧客から起こるレ

ピュテーションリスクを回避する

ことにもつながる。

　社内での感染対策を進める上で

は、厚生労働省などの公的なガイ

ドラインに基づき次のような対応

が必要となる。

●手洗い、アルコール消毒、咳エ

チケットの励行

●テレワーク / 時差通勤の勧奨

●社内外会議のオンライン化の

実施

●社員の体調の報告や検温の義務化

●社員に「換気が悪く」「人が密集

し」「近距離で会話や発生」する

場所に集団で集まること（「XX

人以上のイベント」等の基準を

提示）を避けることの推奨

●体調に不調が見られた場合の

報告、出社停止の義務化（37.5

度以上の熱が 4 日間以上続く、

強いだるさ（倦怠感）や息苦

しさ（呼吸困難）がある等）

●社員に感染の兆候のみられる場

合の相談（地域相談窓口や相談

基準の確認）

●検査陽性時の報告の義務化

　こうした対策が適切に実施され

るためには社内への周知が徹底さ

れる必要がある。

　感染対策の周知を進めていく

と、感染のリスクを潔癖症的に心

配する社員が現れてくることもあ

る。潔癖症は、米国では精神疾患

の一種として扱われその対応に配

慮しないと企業の責任が問われる

などの傾向も出てきている。潔癖

症の傾向を持つ社員にもストー

リーコミュニケーションが有効で

ある。社員が持つ不安の気持ちを

否定せず、心配の要因を引き出

し、気持ちや文脈を十分に受け止

めた上でのコミュニケーションが

大事なのである。

　例えば、次のように、

会社「Ａさんはなぜ心配なのです

か？」

A さん「SNS でこういうことが書

かれていました」

会社「なるほど、こういう情報を

見ると心配ですよね。ただこの情

報は専門家によると根拠のない情

報だと言われています。会社は厚

生労働省などの専門的なガイドラ

インに従って対応していますので

安心してください。」

　ただし、こうした対応を一人ひ

とりの社員に行っていくのは膨大

な労力と時間がかかるため、基本

的な対応 Q&A でメッセージと対

応方法のガイドラインを策定し、

部署ごとに担当者を決めておくと

よい。不安や不満を抱える社員を

そのまま放置することは得策では

ない。

　こうして社員の不安には対応す

るものの、企業の感染対策は「リ
スクゼロ」を目指すのではなく

「リスク軽減」の原則で進めるべ
きである。感染対策の方針は厚生

労働省などの公的ガイドラインに

則っていることが大事であり、そ

れ以下でもそれ以上である必要も

ない。これが企業のレピュテー

ションリスクと法規リスクを回避

する対策の大原則となる。

（４）感 染 発 生 後 の ク ラ イ シ ス
コミュニケーション

　次に、社員の「感染発生」とい

うクライシス発生後の対応だ。

　広報担当者などのコミュニケー

ターを通じて、以下のような情報

が、社内・社外に迅速に、しかも

わかりやすく効果的に伝えられな

くてはならない。

●「感染発生」の経緯

●濃厚接触者の有無

●感染者の出社停止や社内の消毒

等の対策

●今後の会社としての対応策

　そもそもこの感染発生という情

報を企業がどのように入手してど
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のように対応するのかというプロ

セスを整理しておく必要がある。

社員が検査を受けて陽性が判明

した場合などでも、感染症法上

にプライバシーを尊重するとい

う規定があるため、厳密には会社

への報告は最終的には本人に委ね

られる。

　社員に感染の報告義務を強制し

たい場合には、就業規則等の社内

規定の整備が必要になるだろう。

ただし、感染した社員が社内の行

動から濃厚接触者を生んでいた可

能性がある場合は、地域の保健所

から会社に連絡が入る。

　その場合、

●感染者や濃厚接触者の名前や健

康情報などの個人情報をどこま

で開示するか？

●感染後に何日間欠勤させるべき

か？

●欠勤時に給与支給するしないの

規定は整備されているか？

●感染者や濃厚接触者が差別的な

待遇を受けないための対策は？

といった法的義務や就業規則など

の社内規定の改訂がどこまで必要

かについて分析する必要がある。

３. 社員が新型コロナウイルス
に感染した場合の社外（顧
客・取引先・株主）向け
の情報発信

（１）「感染発生」のステークホル
ダー影響度を特定する

　社内の「感染発生」という有事

は、社内にとってもクライシスで

あるが、様々なステークホルダー

にも影響を与える。さらには、

自社の施設内で顧客や取引先と

いったステークホルダーが「感染

発生」した場合、リスクレベルは

高まる。企業の社会的責任を前提

とした対応が求められることに

なる。

　例えば、自社の経営する飲食店

やジムなどで自社の社員のみが

感染した場合、社員の健康に配慮

して、検査・治療を促すなどの対

応で済むかもしれない。しかし、

もし社員が顧客に感染させたり、

顧客どうしの集団感染に及んだ

場合、企業の管理責任、場合によ

ると法的責任が問われる可能性が

高い。

（ ２） リ ス ク コ ミ ュ ケ ー シ ョ ン
マップの整備

　このように、リスクがステーク

ホルダーのどの範囲にまで影響

が及ぶのか、マスメディアや SNS

でどのように情報露出するのかと

いう２つの観点で整理・分析する

ことが、事業継続コミュニケー

ション計画（BCCP）策定の上で

重要となる。

　図表２は、コミュニケーション

リスクマップである。

（３）初動の対応
　社内や自社の施設・店舗で感染

者が発生した場合、企業名が出さ

れるケースは少ないものの、自治

体等が速やかに発表を行うため、

企業は感染発生の情報を迅速に把

握できるようなプロセスを整備し

ておく必要がある。企業が関係者

に感染が発生したことを公表する

法的義務はないが、社会的な責任

を考慮し、かつプライバシー保護

の観点も踏まえ、どこまでの情報

を発信するかという意思決定を迅

速に行わなければならない。

４. メ デ ィ ア 対 応 上 の
留意点

（１）マスメディアがネガティブ
報道をするリスク

　マスメディアが報道を行うか

どうかは、社会的に及ぼす影響の

大きさに左右される。報道の可否

を決定する基準は主に次の２つで

ある。

　１つ目は「人的な被害」が出た
か、２つ目は「法的な問題」に及
ぶかである。
　新型コロナウイルスによってど

のような「法規リスク」が想定さ

れるかについては、社外の法律の

専門家や社内の法務などとの十分

な詰めが必要となるだろう。

（２）マ ス メ デ ィ ア が 注 目 す る
ポイント

　メディアが企業のクライシス時

の対応で、注目しかつ指摘するの

は３つである。

　１ つ 目 は「 事 態 発 生 の 原 因・
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経緯」、2 つ目は「公表の遅れ・
隠蔽」、３つ目は「再発防止策」
である。

　例えば、次のようなケースが発

生したとする。

【想定ケース】
・社員がコロナウイルスの症状が

あるにも関わらず出社を続けた。

・会社はそれに気づきながら、容

認していた。

・自社の店舗を訪れた顧客に集団

感染および濃厚接触が発生。

・さらに基礎疾患をもった顧客が

死に至った。

　こうした場合、マスメディアか

らは、

「企業が社員の十分な感染防止策

を取っていたか？」

「出社の強制はなかったか？」

「店舗の換気やアルコール消毒の

体制はどうだったか？」

など原因・経緯が厳しく問われる

だろう。

　さらに、企業が自ら進んで事態

の詳細を公表しなった場合には隠

蔽体質を疑われる。また十分な再

発防止策が提示されない場合に

は、ネガティブ報道が拡大し事業

継続さえ危うくするリスクもはら

んでいる。

　従って、メディア対策として

は、自社の事業から起こりうるリ
スクを抽出して、そこからマスメ
ディアで報道されるようなリスク
に優先順位をつけて準備を行うこ
と、そして、対応策はワースト
ケースシナリオを想定してシミュ
レーションすること、クライシス
時に発信すべき必要情報は、想定
のホールディングステートメント
として準備しておくことが望まれ
ている。

（３）SNS の対策も必要
　マスメディアによって報道され

るケースは、社会に大きな影響を

及ぼす場合であり、比較的その基

準が予想しやすい。

　一方で、ネット上でのレピュ

テーションリスクをもたらす SNS

等の書き込みによる「炎上」が起

きる基準の読みは難しい。まず、

「炎上」という言葉は何気なく使

われるが、どのような性格を持つ

か分析をしてみたい。

　炎上の約 4 割は、ツイッター

によるものである（出典：総務

省「情報通信白書」アディッシュ

株式会社調べ）。また、どのよう

な状態を炎上とするかだが、過去

の炎上の傾向から「リツイートが

50 回以上行われた場合」という

定義もある（出典：「実証分析に

よる炎上の実態と炎上加担者属性

の検証」山口真一氏）。

3

コミュニケーションリスクマップ

メディア露出 露出可能性あり
ネット炎上 炎上可能性あり

1 2 3 4 5
平常リスク 風評リスク 管理不備リスク 法規リスク 人身リスク

Ａ 社内

Ｂ
協力会社
仕入先

Ｃ 顧客

D
地域

コミュニティ

E 社会全体

*当リスクマップの権利は株式会社ストーリーズ・オンおよび株式会社ストーリーズ・オン・ヘルスケアに所属します。

露出可能性大
炎上可能性大

情報露出リスク
小 大

リ
ス
ク
の
影
響
範
囲

自社

社会

◆図表２　コミュニケーションリスクマップ

資料出所：㈱ストーリーズ・オン
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（ ４） 情 報 露 出 リ ス ク の「 中 間
ゾーン」が危険

　次に、新型コロナウイルス感

染症においてどのような「炎上」

リスクがあるかについて考えて

みたい。

【想定ケース】
・職場の感染対策が不十分なまま

出社させられた社員が不安や不

満を書き込んだ。

・派遣の社員が新型コロナを理由

に職を失い対応の不満を書き込

んだ。

・就職の内定者が新型コロナを理

由に内定解除をされた不満を書

き込んだ。

　こうしたケースは、企業が法的

な基準に則って対応しており、な

んら非が認められない場合でさ

え、その姿勢や倫理感が「心証を

害した」という理由から炎上を生

むことがある。

　このように、マスメディアに報
道されるような明確な理由がない
にも関わらず炎上を生んでしま
う、情報露出リスクマップの「風
評リスク」、「管理不備リスク」に
あたる中間ゾーンのリスクの対策
が企業にとって難しい。

　この対策には、新型コロナウ

イルスに関連して社内で SNS 利

用ガイドラインの徹底を図るの

と併せ、SNS モニタリングのツー

ルなどを活用して自社の社名や

店舗・施設などに関する書き込

みがされていないか閲覧を行う

ことが必要である。

　こうしたツールには、リツイー

トが一定数を超えた場合にアラー

トを発信してくれる機能がついて

いるので炎上に備えることがで

きる。また、平常時から炎上し

た場合の社内での報告やエスカ

レーションの基準、対応方法な

どについて準備しておくことが

求められる。

　図表３は、コミュニケーション

リスクマップで整理した新型コロ

ナウイルス感染症のリスクの一例

である。

4

新型コロナウイルスコミュニケーションリスクマップ

メディア露出 露出可能性あり
ネット炎上 炎上可能性あり

1 2 3 4 5
平常リスク 風評リスク 管理不備リスク 法規リスク 人身リスク

Ａ 社内

・社員の不安/ストレス ・社員向けコロナ対策への不満
のSNS等への投稿
・コロナに関する社内デマ健康
情報の蔓延

・対策不備による社員の感染 ・感染者の個人情報流出
・感染者との労働安全衛生法ト
ラブルや欠勤時の給与不払トラ
ブル

・社内での重傷者/死者発生

Ｂ
協力会社
仕入先

・対策不備による協力会社/仕入
先の感染

・協力会社/仕入先に重傷者/死
者発生

Ｃ 顧客

・顧客向けコロナ対策への不満
のSNSへの投稿
・イベント開催または中止への
批判

・店舗/施設/イベントでのコロ
ナ対策不備による顧客の感染

・在宅勤務時の情報セキュリ
ティ不備による顧客情報流出

・顧客に重傷者/死者発生

D
地域

コミュニティ

・店舗/施設等への感染風評の蔓
延や関係者への差別的待遇

・店舗/施設/イベントからのク
ラスター発生

E 社会全体

・店舗/施設/イベントからのク
ラスター発生からオーバー
シュート

*当リスクマップの権利は株式会社ストーリーズ・オンおよび株式会社ストーリーズ・オン・ヘルスケアに所属します。

露出可能性大
炎上可能性大

情報露出リスク
小 大

リ
ス
ク
の
影
響
範
囲

自社

社会

資料出所：㈱ストーリーズ・オン

◆図表３　コミュニケーションリスクマップで整理した新型コロナウイルス感染症のリスクの一例
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５. 時差出勤やテレワーク
を行う場合の周知方法

（１）時差出勤・テレワークを実
施する上での課題

　時差出勤やテレワークを実施し

ていく上での懸念や課題には次の

ようなものがある。

●テレワーク用のデバイスやシス

テムの体制の未対応

●時差出勤・テレワークなどの対

応が不可能な部署の扱い

●継続的なテレワークによる社員の

ストレスやモチベーション低下

●テレワークによる情報セキュリ

ティ低下が招く事故

　このような課題を解消するため

には、テレワークの運用方法やコ

ミュニケーションツールの整備、

社内コミュニケーションを活性化

するための工夫などが必要となる。

（２）コミュニケーションツール
の活用

　社員のモチベーションの低下や
ストレスを低減するためには、テ
レワークでの業務においてチャッ
トツールやオンライン会議ツール
の導入が効果的である。Skype や

Slack、Zoom 、Microsoft Teams

といったツールを活用すること

で、双方向でカジュアルな形態

のコミュニケーションが実現さ

れる。

　こうしたツールを活用しなが

ら、密なコミュニケーションをと

ることで、社員のモチベーション

が低下していないかを確認する。

定期的にチームミーティングを行

い社員の孤立化を防ぐことも大事

な対策だ。また、社員の体温、症

状などの報告を義務付ける際に

も、こうしたツールは有効に働く。

　自宅でのテレワークは、運動不

足を招きメンタルの健康を害する

ことにもつながりかねない。こう

した課題に対して、弊社で実際に

実施している対策を紹介したい。

　弊社では、毎日決まった時間に

ツールのビデオ会議機能を使い、

ダンス YouTuber の動画を画 面

共有しながらチーム数人が同時

にダンスを踊るというストレス解

消法を行っている。このようにチー

ムワークを高めながら、モチベー

ションを維持するような対策は大

事であり、それぞれの企業に相応

しい形式でのテレワークやモチ

ベーション維持の対策を進めるこ

とで、終わりが見えない新型コロ

ナウイルスのリスクに対して抱く

社員の不安の解消につなげられる。

まとめ
　新型コロナウイルスのリスク対

策のポイントをまとめると、次の

ようになる。

●「事実上のビジネスリスク」に
加えて「イメージ上のレピュテー
ションリスク」の拡大の危険性が
高い
●インフォデミックを抑える「文
脈モデル」のストーリーコミュニ
ケーションが効果的
●「感染発生」前後の事業継続
コミュニケーション計画（BCCP）
の策定が成否を決める
●「感染発生」発生時の法的義務
や社内ポリシー整備の分析が必要
●先の見えない新型コロナウイル
スのリスクに対策は、社員やス
テークホルダーの「レピュテー
ションリスク」をコントロールす
る情報戦が重要

　最後に、この寄稿が企業の総務

や広報の皆様がこの未曾有のリス

クに対応しながら事業継続性を担

保し、一刻も早く平常時の事業環

境への復帰を達成するのに少し

でもヒントとなれば幸いである。
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